
 

 

当社におけるデジタル技術の活用及び DX 推進の取組状況について 

 
国⼟交通省が進めるインフラ分野 DX の推進として以下の⽅針が⽰されており、⼟⽊・建設
分野におけるデジタル対応は事業継続に際して必須の要件となっております。 

  
 
原則適⽤拡⼤の進め⽅_国⼟交通省 

（出典：国⼟交通省_インフラ分野の DX に向けた取組紹介） 
https://www.mlit.go.jp/tec/content/200729_03-2.pdf 

 
業務全般におけるデジタル化の推進は、最重要課題であり、対応の遅れは当社のみならず、
当社がかかわる事業における建設⼯事のサプライチェーン全体に影響を及ぼすことになり
ます。 



 
経営理念として 
 
・お客様の期待を超え、感動・感謝されるサービスを提供することお通じ、社会に貢献し、

安⼼して⽣活できる未来を築く⼒になる 
 

 

 
と掲げている当社としては、デジタル化の推進によりサービス提供プロセスそのものの改
⾰を図り、例えば、レーザードローンの導⼊などにより、少⼈数での広域測量を実現し、全
国のどの地においても、顧客の望む場所であれば、迅速かつ正確なサービスを対応できる体
制を構築します。 

また、IOT 技術の活⽤により、⼤幅な運⽤コストの削減を⾏い、⼭間地や遠隔地の案件
など、今まで対応が困難であった案件についても積極的に取組み、地域の様々な事業に貢献
していきます。 
そのため、当社としては、以下体制のもと、デジタル推進に取り組んでおります。。 
 
＜体制＞ 
・デジタル推進については、社⻑の直轄事業とし、社⻑の下に CISO（最⾼セキュリティ

責任者を置き推進します。 
・推進状況については経理・総務担当役員は進捗管理を⾏います。 
 

CIO（最⾼情報責任者）    代表取締役 中島 ⼀樹 
CISO(最⾼セキュリティ責任者) リーダー ⼩和瀬 芳博  
 

 

 

 


